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茨城県内
�6日� �総務省「家計調査」によれば、2023年の水戸市�

1世帯（2人以上世帯）当たり年間消費支出額は
369万3,805円と都道府県庁所在市別で15位、納豆
購入額は6,450円で同3位、メロン購入額は4,033円
と12年連続で同1位

14日� �笠間市は、東京電力パワーグリッド株式会社下
館支社と「ゼロカーボンシティの実現に向けた
共創推進に関する協定」を締結。再生可能エネ
ルギー等の利活用、脱炭素化に向けたエネルギー
への転換などを推進し、脱炭素社会の実現およ
び災害時のレジリエンス強化を目指す

21日� �茨城県によれば、2024年1月1日現在の県の人口
は282万3,457人と前年同期に比べ▲14,113人減
少（自然増減で同▲2万2,247人減少、社会増減
で同＋8,134人増加）。世帯数は122万7,512世帯と
同14,518世帯増加

22日� �茨城県は、2024年度当初予算案を公表、一般会
計の予算規模は1兆2,511億90百万円、前年度当
初予算に比べ▲3.2％減少（新型コロナウイルス
感染症関連分を除くベースでは＋3.0％）

22日� �茨城県によれば、「Ｇ７茨城水戸内務・安全担当
大臣会合」（2023年12月8～10日開催）による茨城
県への経済波及効果は3億6,130万円、パブリシ
ティ効果は17億7,637万円で合計は21億3,767万円。

22日� �茨城県によれば、「台湾観光貢献賞」を本県が初
めて受賞。同賞は、台湾の観光振興に多大な貢
献をした台湾内外の�団体や企業等に2007�年から
毎年授与している賞

27日� �厚生労働省によれば、2023年の茨城県の出生数
（速報、日本に住む外国人、海外に住む日本人を
含む）は15,595人と前年に比べて▲5.7％減少。
全国は758,631人と同▲5.1％減少

29日� �茨城県は、2023年度2月（最終）補正予算案を公
表、原子力災害対策事業や植物園等魅力向上対
策事業などを盛込み。新型コロナ関連歳出が減っ
たことにより一般会計ベースで185億39百万円減
額、補正後の一般会計予算は1兆3,293億14百万
円と前年同期に比べ▲4.6％減少

29日� �一般財団法人�日本穀物検定協会は、2023年産米
の食味ランキングを公表、茨城県は県北・県央・
県南・県西コシヒカリがそれぞれAランクを獲
得、5年振りに特Aランクなし

国内・国外
１月� �農林水産省によれば、2023年の農林水産物・食品
30日　�輸出額は1兆4,547億円と、前年に比べ＋2.9％増加

し過去最高を更新。農産物が9,064億円と同＋2.3％
増加

2日� �年金積立金管理運用独法（GPIF）によれば、2023
年10～12月期の収益額は＋5.7兆円黒字（収益率
＋2.62%）、期末運用資産額224.7兆円

8日� �財務省によれば、2023年の経常収支は20兆6,295
億円と、前年に比べ＋9兆9,151億円黒字幅が拡
大、うち貿易収支は▲6兆6,290億円（同＋9兆1,146
億円赤字幅縮小）、サービス収支は▲3兆2,026億
円（同＋2兆3,261億円赤字幅縮小）

9日� �財務省によれば、2023年12月末の国債・借入金
等「国の借金」残高は1,286兆4,520億円と前年同
期に比べ＋29兆4,528億円（＋2.3％）増加

15日� �内閣府によれば、2023年10～12月期の実質GDP（速
報値）は前期に比べ年率▲0.4%、前期（同▲3.3%）
から＋2.9ポイント上昇も2四半期連続でマイナス
成長

21日� �観光庁によれば、2023年の日本人国内旅行消費額
（速報）は21兆8,802億円と前年に比べ＋27.5％増
加（19年比▲0.2％減少）。28日　日本人国内延べ
宿泊者数（速報）は4億7,842万人泊と同＋10.2%
の増加（同▲0.4％）

20日� �外務省によれば、2023年の国内における一般旅
券（パスポート）の発行数は340.2万冊と前年に
比べ＋179.1％増加（19年比▲22.1％減少）

9日� �財務省によれば、2024年度国民負担率（租税負
担と社会保障負担の対国民所得比）見通しは
45.1％と前年に比べ＋1.0ポイント上昇

21日� �内閣府は、2月の月例経済報告において、わが国
の景気は「このところ足踏みもみられるが、緩
やかに持ち直している」と判断を下方修正

22日� �東京株式市場で日経平均株価の終値が39,098円
と1989年12月29日に付けたこれまでの最高値
38,915円を上回り過去最高を更新

22日� �国土交通省「主要都市の高度利用地地価動向報告」
（2023年10月1日～24年1月1日）によれば、主要
都市の高度利用地等80地区のうち79地区で地価
が3か月前に比べ上昇（前回は同78地区で上昇）
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